
者

、制度に関する相談等

医

に対応

成果
した。また

療

、市の広報には、解り

係

やすい内容・目を引く

3

“かつなりくん吹出コ

1

メント”を付け、先生

5

との問答式にしたこ

とにより、解りやすいとの評価を受けた。

　今後、社会保障・税一体改革に関連した、年金機能強化法等施行に伴い法改正が重なり複雑となるため、職員の制度理

解と市民への解りやすい情報提供が課題である。また、窓口説明用として国からパンフレットが支給されているが、説明
課題

用として使用しづらいため、市民にわかりやすいパンフレットに改善されることが課題である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 年間相談件数（件） 17,854 18,466 18,493 17,000 17,000
指標

 
指標

　国が作成しているパンフレットを管内各市相談に使用しているが、各市ともに協議会等を通じ、内容が充
他市との 実した解りやすいものに改善するよう国に要望している。
比較検証 　「ねんきんネット」は近隣各市同様に利用し、情報提供している。　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 723 1,058 1,180 1,383 合計 1,179,916 円
需用費 780,849 円

財
　
源

特定財源 723 1,058 1,18

Ｄ

0 1,383 委託料 2

　

50,387 円
使用

　

料及び賃借料 148,

　

680 円

一般財源 0

Ｏ

0 0 0

職員人件費　②

　

14,148 14,0

　

27 11,615 12

∧

,352

総事業費（①

　

＋②） 14,871 1

　

5,085 12,79

実

5 13,735

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ２６年度特定

施

財源名称

２６年度まで

　

の累積事業費 0 基礎年

　

金等事務委託金

２８年

∨

度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 社

平

会保障
施策体系

施策の

成

内容 国民年金の普及啓

２

発

目
　
　
　
的

　すべて

６

の市民が将来の確かな

年

安心を築くた

主
た
る
内

度

容

　国民年金制度の啓

評

発、納付等の勧奨、各

価

種
め、国民年金制度の

）

推進を図る。 届出の励

刈

行・受付及び年金相談

谷

等を実施。

位
置
づ
け

関

市

連計画  

根拠法令  

対

事

象者 市民 事業期間 ～

実

務

施方法 ■直営　□委託

事

　□指定管理　□補助

業

・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

）

４年度実績 ２５年度実

会

績 ２６年度実績 ２７年

計

度計画

・パンフレット

名

（知っていま ・パンフ

担

レット（知っていま ・

当

パンフレット（退職後

部

の年 ・パンフレット（

長

退職後の年
　すか？「

寿

国民年金」って、 　す

保

か？「国民年金」って

険

、 　金手続きガイド）

部

の配布 　金手続きガイ

一

ド）の配布
　実は･･

般

･）の配布 　実は･･

会

･）の配布 ・市広報へ

計

の掲載(読んでなる・

国

市広報への掲載(読ん

民

でなる
・市広報への掲

年

載(読んでなる・市広

金

報への掲載(読んでな

制

る　ほど国民年金ワン

度

ポイント)　ほど国民

推

年金ワンポイント)
　

進

ほど国民年金ワンポイ

事

ント)　ほど国民年金

業

ワンポイント)・福祉

担

健康フェスティバルで

当

・福祉健康フェスティ

課

バルで
・福祉健康フェ

国

スティバルで ・福祉健

保

康フェスティバルで 　

年

の啓発物品の配布 　の

金

啓発物品の配布
　の啓

課

発物品の配布 　の啓発

款

物品の配布 ・「ねんき

項

んネット」を活用 ・「

目

ねんきんネット」を活

担

用
・ふれあいカレッジ

当

出前講座 　した年金相

係

談 　した年金相談
　（

年

11月12日開催）

　

金

国民年金の制度を周知

・

するため、国及び日本

高

年金機構との連携を密

齢

にして情報収集を行い



医療係

3 1 5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

市町村長の法定受託事

成

務として、市民の福祉

２

増進を図る
・法的業務

７

高い
ことを基本とし、

年

国が本来果たすべき役

度

割を市民に身近な
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要 地方公共団体が処

成

理することで、自主性

２

、自立性を発揮し
・市

６

民生活上必要である　

年

など ている。

　市町村

度

の法定受託事務及び、

評

国民年金事務に係る市

価

町村
・コストの節減、

）

費用対効果
高い

との協

刈

力連携に対し、国民年

谷

金等事務取扱交付金が

市

支給さ
効率性 ・執行体

事

制の効率性 れる。
・手

務

段の最適性　など

　市

事

民である被保険者に一

業

層のサービス向上を目

評

的に国と
・市が主体と

価

なって実施する
普通

協

シ

力・連携して事務を実

ー

施する。
妥当性 　べき

ト

事業であるか
・総合計

（

画との整合性　など

　

様

年間相談件数を指標と

式

しているが、件数増が

２

サービス向

施策への ・

）

施策への貢献度
高い

上

会

につながるとは言えな

計

い。度重なる法改正に

名

より複雑な
・目標達成

担

度 年金制度となってい

当

るため、解りやすい情

部

報提供と相談の
貢献度

長

・市民サービスへの効

寿

果　など 対応が充実す

保

ることで、市民の満足

険

度向上が期待できる。

部

今後の方向性 □拡充　

一

■現状維持　□改善・

般

効率化　□縮小　□終

会

期設定　□休止・廃止

計

　今後、年金機能強化

国

法等施行に伴い複雑化

民

する制度を解りやすい

年

情報提供や啓発により

金

、全市民が適切な年金

制

制度
に加入することで

度

、将来無年金者を出さ

推

ないよう、国及び日本

進

年金機構との連携を密

事

にして、制度推進に努

業

め、市民
サービス向上

担

を図る。

当課 国

Ｃ

保

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

年

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

金

∨

課

款 項 目 担当係 年金・高齢者



課

　　　　　 37,0

係

17,000円 　　　

3

　　　 37,593

1

,000円 　　　　　

1

　 40,000,000円
その他分 その他分 その他分 その他分
　　　　　　580,000,000円 　　　      400,000,000円 　　　　　　300,000,000円 　　　　　　400,000,000円

　必要な経費を繰り出し、国民健康保険制度の適正運用に努めた。

成果

　法定外の繰出金について、国民健康保険の財政状況や医療費の動向、近隣市とのバランス等を考慮するとともに、平成

30年度から開始される国保の財政運営の都道府県単位化を見据えて、適正な繰出額を判断していく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

 
指標

 
指標

 ＜平成25年度被保険者1人当たり繰出金（その他分）＞
他市との 刈谷市 12,974円　岡崎市 12,108円　碧南市 9,594円　豊田市 　　 0円
比較検証 安城市 12,827円　西尾市 16,108円　知立市 5,305円　高浜市　1,071円

みよし市　608円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,087,277 900,516 829,9

Ｄ

40 987,394 合

　

計 829,939,6

　

00 円
繰出金 829

　

,939,600 円

Ｏ

財
　
源

特定財源 204

　

,566 207,44

　

7 233,222 25

∧

4,566

一般財源 8

　

82,711 693,

　

069 596,718

実

732,828

職員人

　

件費　② 1,415 1

　

,403 1,408 1

施

,497

総事業費（①

　

＋②） 1,088,6

　

92 901,919 8

∨

31,348 988,891

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保険基盤安定負担金（国、県
）

２８年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 社会保

平

障
施策体系

施策の内容

成

国民健康保険などの地

２

域医療保険制度の適正

６

運用

目
　
　
　
的

　国民

年

健康保険制度の基盤を

度

強化し、国民皆

主
た
る

評

内
容

　低所得者の国民

価

健康保険税を軽減した

）

こと
保険制度の維持を

刈

図る。 に対する国・県

谷

からの公費負担分や、

市

国民健
康保険事務の執

事

行に要する経費等を、

務

一般会
計から国民健康

事

保険会計に繰り出す。

業

位
置
づ
け

関連計画  

根

評

拠法令 国民健康保険法

価

対象者 刈谷市国民健康

シ

保険加入者 事業期間 ～

ー

実施方法 □直営　□委

ト

託　□指定管理　□補

（

助・助成　■その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２４年度実績 ２５年度

長

実績 ２６年度実績 ２７

寿

年度計画

保険基盤安定

保

分 保険基盤安定分 保険

険

基盤安定分 保険基盤安

部

定分
　　　　　　27

一

2,754,665円

般

　　　　　　272,

会

774,431円 　　

計

　　　　317,83

国

6,750円 　　　　

民

　　326,000,

健

000円
職員給与費等

康

分 職員給与費等分 職員

保

給与費等分 職員給与費

険

等分
　　　　　　15

会

9,192,244円

計

　　　      1

繰

51,664,274

出

円 　　　　　　135

事

,720,850円 　

業

　　　　　162,5

担

94,000円
出産育

当

児一時金分 出産育児一

課

時金分 出産育児一時金

国

分 出産育児一時金分
　

保

　　　　　 38,3

年

73,330円 　　　

金

　　　 39,060

課

,000円 　　　　　

款

　 38,789,0

項

00円 　　　　　　 

目

58,800,000

担

円
財政安定化支援事業

当

分 財政安定化支援事業

係

分 財政安定化支援事業

国

分 財政安定化支援事業

保

分
　　　　　　 36

賦

,957,000円 　



・高齢者医

Ｃ

療

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

係

単位：千円
２４年度 ２

3

５年度 ２６年度 ２７年

1

度 ２６年度

（決算） （

4

決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 118,298 124,415 147,674 160,655 合計 147,674,000 円
繰出金 147,674,000 円

財
　
源

特定財源 85,658 89,990 112,330 117,140

一般財源 32,640 34,425 35,344 43,515

職員人件費　② 354 701 704 749

総事業費（①＋②） 118,652 125,116 148,378 161,404

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 保険基盤安定負担金

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

平

施策 社会保障
施策体系

成

施策の内容 国民健康保

２

険などの地域医療保険

６

制度の適正運用

目
　
　

年

　
的

　後期高齢者医療

度

の円滑かつ適正な運営

評

を図

主
た
る
内
容

　後期

価

高齢者医療制度事務の

）

執行に要する経
る。 費

刈

等を一般会計から後期

谷

高齢者医療会計に繰
出

市

す。

位
置
づ
け

関連計画

事

 

根拠法令 高齢者の医

務

療の確保に関する法律

事

、刈谷市後期高齢者医

業

療に関する条例

対象者

評

75歳以上の市民 事業

価

期間 平成２０年度 ～

実

シ

施方法 □直営　□委託

ー

　□指定管理　□補助

ト

・助成　■その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

当

４年度実績 ２５年度実

部

績 ２６年度実績 ２７年

長

度計画

後期高齢者医療

寿

が円滑かつ適 後期高齢

保

者医療が円滑かつ適 後

険

期高齢者医療が円滑か

部

つ適 後期高齢者医療が

一

円滑かつ適
正に実施で

般

きた。 正に実施できた

会

。 正に実施できた。 正

計

に実施する。
繰出金額

後

　　118,298,

期

000円 繰出金額　　

高

124,415,00

齢

0円 繰出金額　　14

者

7,674,000円

医

繰出金額　　160,

療

655,000円

　後

会

期高齢者医療の円滑か

計

つ適正な実施ができた

繰

。

成果

　高齢者の増加

出

及び軽減が受けられる

事

所得の基準額の拡大に

業

伴い、保険料軽減対象

担

となる被保険者が増加

当

するため、保険

基盤安

課

定負担金の市負担分も

国

増加が見込まれる。
課

保

題

指標名称（単位）
実

年

績値 目標値

２４年度 ２

金

５年度 ２６年度 ２７年

課

度 ２９年度

 
指標

 
指

款

標
 愛知県後期高齢者

項

医療広域連合の元で実

目

施されており、全国統

担

一された制度である。

当

他市との
比較検証

係 年金



齢

おり、現行制度を基本

者

としながら、実施状況

医

等を踏まえ、必要な改

療

善を行うことが適当で

係

ある。」とされている

3

。
課題

指標名称（単位

1

）
実績値 目標値

２４年

4

度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

 
指標

 
指標

 愛知県後期高齢者医療広域連合の元で実施されており、全国統一された制度である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 758,216 790,800 840,272 841,805 合計 840,272,173 円
賃金 2,590,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 18,580 円
需用費 135,672 円

一般財源 758,216 790,800 840,272 841,805 役務費 5,338,000 円
委託料 8,121 円

職員人件費　② 5,659 5,611 3,872 4,866 負担金、補助及び
交付金 832,181,300 円

総事業費（①＋②） 763,875 796,411 844,144 846,671

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

社会保障
施策体系

施策

成

の内容 国民健康保険な

２

どの地域医療保険制度

６

の適正運用

目
　
　
　
的

年

　後期高齢者医療を円

度

滑かつ適正な運営

主
た

評

る
内
容

　後期高齢者医

価

療の運営に関する事務

）

位
置
づ
け

関連計画  

根

刈

拠法令 高齢者の医療の

谷

確保に関する法律、刈

市

谷市後期高齢者医療に

事

関する条例

対象者 75

務

歳以上の市民 事業期間

事

平成２０年度 ～

実施方

業

法 ■直営　□委託　□

評

指定管理　□補助・助

価

成　□その他

シート （様式１）

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２４年

計

度実績 ２５年度実績 ２

名

６年度実績 ２７年度計

担

画

・臨時職員1名の雇

当

用 ・臨時職員1名の雇

部

用 ・臨時職員1名の雇

長

用 ・臨時職員1名の雇

寿

用
・事務用品の購入 ・

保

事務用品の購入 ・事務

険

用品の購入 ・事務用品

部

の購入
・封筒の印刷 ・

一

封筒の印刷 ・封筒の印

般

刷 ・封筒の印刷
・被保

会

険者証等の郵送料 ・被

計

保険者証等の郵送料 ・

後

被保険者証等の郵送料

期

・被保険者証等の郵送

高

料
・日本語入力ソフト

齢

等サポー ・日本語入力

者

ソフト等サポー ・日本

医

語入力ソフト等サポー

療

・日本語入力ソフト等

事

サポー
ト委託料 ト委託

務

料 ト委託料 ト委託料
・

事

愛知県後期高齢者医療

業

広域 ・愛知県後期高齢

担

者医療広域 ・愛知県後

当

期高齢者医療広域 ・愛

課

知県後期高齢者医療広

国

域
連合事務費負担金・

保

療養給付 連合事務費負

年

担金・療養給付 連合事

金

務費負担金・療養給付

課

連合事務費負担金・療

款

養給付
費負担金 費負担

項

金 費負担金 費負担金

　

目

後期高齢者医療を円滑

担

かつ適正な運営ができ

当

た。

成果

　平成25年

係

8月の社会保障制度改

年

革国民会議の報告書に

金

おいて、「後期高齢者

・

医療制度については、

高

現在では十分定着し

て



年

339,000円
（2

金

月～3月分）　　66

・

,780円
　　　　　

高

　後期高齢者医療シス

齢

テムの円滑な運用がで

者

きた。

成果

　平成25

医

年8月の社会保障制度

療

改革国民会議の報告書

係

において、「後期高齢

3

者医療制度については

1

、現在では十分定着し

4

ており、現行制度を基本としながら、実施状況等を踏まえ、必要な改善を行うことが適当である。」とされている。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

 
指標

 
指標

 愛知県後期高齢者医療広域連合の元で実施されており、全国統一された制度である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 12,285 9,677 10,079 10,204 合計 10,078,668 円
委託料 7,890,048 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料
2,188,620 円

一般財源 12,285 9,677 10,079 10,204

職員人件費　② 2,122 2,104 2,112 2,246

総事業費（①＋②） 14,407 11,781 12,191 12,450

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

平

基本施策 社会保障
施策

成

体系
施策の内容 国民健

２

康保険などの地域医療

６

保険制度の適正運用

目

年

　
　
　
的

　後期高齢者

度

医療システムの円滑な

評

運用

主
た
る
内
容

　後期

価

高齢者医療事務を行う

）

ために必要なシ
ステム

刈

管理支援委託、保守及

谷

び機器借上げを
行う。

市

位
置
づ
け

関連計画  

根

事

拠法令 高齢者の医療の

務

確保に関する法律、刈

事

谷市後期高齢者医療に

業

関する条例

対象者 75

評

歳以上の市民 事業期間

価

平成２０年度 ～

実施方

シ

法 □直営　■委託　□

ー

指定管理　□補助・助

ト

成　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　

担

事
　
業
　
実
　
績

２４年

当

度実績 ２５年度実績 ２

部

６年度実績 ２７年度計

長

画

システム運用支援業

寿

務委託料 システム運用

保

支援業務委託料 システ

険

ム運用支援業務委託料

部

システム運用支援業務

一

委託料
　　　　　　　

般

　5,355,000

会

円　　　　　　　　5

計

,355,000円　

後

　　　　　　　5,5

期

08,000円　　　

高

　　　　　5,508

齢

,000円
システム保

者

守管理委託料 システム

医

保守管理委託料 システ

療

ム保守管理委託料 シス

シ

テム保守管理委託料
　

ス

　　　　　　　2,3

テ

18,400円　　　

ム

　　　　　2,316

管

,090円　　　　　

理

　　　2,382,0

事

48円　　　　　　　

業

　2,382,048

担

円
保険料負担激減緩和

当

対応パッ システム機器

課

一式賃借料 システム機

国

器一式賃借料 システム

保

機器一式賃借料
ケージ

年

借上料　　1,205

金

,400円　　　　　

課

　　　2,006,2

款

35円　　　　　　　

項

　2,188,620

目

円　　　　　　　　2

担

,188,620円
シ

当

ステム機器一式賃借料

係

（4月～1月分）3,



福

　
ス
　
ト

単位：千円
２

祉

４年度 ２５年度 ２６年

医

度 ２７年度 ２６年度

（

療

決算） （決算） （決算

係

） （予算） 事業費内訳

3

事業費　① 5,273

1

0 324 9,130 合

4

計 324,000 円
委託料 324,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 3,933

一般財源 5,273 0 324 5,197

職員人件費　② 707 0 704 749

総事業費（①＋②） 5,980 0 1,028 9,879

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

社会保障
施策体系

施策

成

の内容 国民健康保険な

２

どの地域医療保険制度

６

の適正運用

目
　
　
　
的

年

 後期高齢者医療シス

度

テムを円滑に運用する

評

主
た
る
内
容

　後期高齢

価

者医療保料納入通知書

）

の様式の変
更に伴い、

刈

通知書を２年間使用す

谷

るため、シ
ステムのプ

市

ログラム回収作業を行

事

う。 

位
置
づ
け

関連計

務

画

根拠法令 高齢者の医

事

療の確保に関する法律

業

、刈谷市後期高齢者医

評

療に関する条例

対象者

価

75歳以上の市民 事業

シ

期間 平成２０年度 ～ 平

ー

成２８年度

実施方法 ■

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

２４年度実

長

績 ２５年度実績 ２６年

寿

度実績 ２７年度計画

　

保

後期高齢者医療システ

険

ム住 　 　後期高齢者医

部

療納付書のレ 　マイナ

一

ンバー制度に対応す
民

般

基本台帳法改正対応改

会

修を 　 イアウト変更に

計

対応するため るため、

後

愛知県後期高齢者医
円

期

滑に実施された。 　 の

高

システム開発委託料 療

齢

広域連合電算処理シス

者

テム
　 　　　　　　　

医

　　324,000円

療

への連携機能及び後期

シ

高齢者
　　　――――

ス

――― 医療システムの

テ

マイナンバー
セットア

ム

ップ機能追加のため
の

改

プログラム改修作業を

修

行う
。

 後期高齢者医

事

療納付書のレイアウト

業

変更に対応できた。

成

担

果

 　

課題

指標名称（

当

単位）
実績値 目標値

２

課

４年度 ２５年度 ２６年

国

度 ２７年度 ２９年度

指

保

標

指標
　

他市との
比較

年

検証

金課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ



係

務費 1,857,22

3

9 円

財
　
源

特定財源

1

6,385 6,075

4

811 0

一般財源 14,819 14,054 1,046 0

職員人件費　② 1,061 1,403 704 0

総事業費（①＋②） 22,265 21,532 2,561 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 後期高齢者福祉医療費給付金
支給事務費補助金

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 社会保障

平

施策体系
施策の内容 福

成

祉医療の推進

目
　
　
　

２

的

　医療費の適正な支

６

給を確保する。

主
た
る

年

内
容

　福祉医療の診療

度

報酬明細書に係る審査

評

及び
支払いに関する手

価

数料

位
置
づ
け

関連計画

）

 

根拠法令  

対象者 福

刈

祉医療を受給する市民

谷

事業期間 ～

実施方法 □

市

直営　■委託　□指定

事

管理　□補助・助成　

務

□その他

事業評価シート （

Ｂ
　
事
　

様

業
　
実
　
績

２４年度実

式

績 ２５年度実績 ２６年

１

度実績 ２７年度計画

年

）

間審査手数料 年間審査

会

手数料 年間審査手数料

計

     ―――――

名

――
        

担

      21,2

当

04,260円 　　　

部

　　　　20,129

長

,159円      

寿

          

保

1,857,229円

険

　医療費の適正な支給

部

を確保ができた。　

成

一

果

　後期高齢者福祉医

般

療対象者は年々増加傾

会

向であり、これらに係

計

る診療報酬明細書点検

医

事務経費も増加傾向に

療

ある。

課題

指標名称（

券

単位）
実績値 目標値

２

審

４年度 ２５年度 ２６年

査

度 ２７年度 ２９年度

 

事

指標
 

指標
　県内他市

業

町村も同様の手順で、

担

同単価にて、愛知県国

当

民健康保険団体連合会

課

へ委託をして審査支払

国

いして
他市との いる。

保

 
比較検証

年金課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　

係

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

年

千円
２４年度 ２５年度

金

２６年度 ２７年度 ２６

・

年度

（決算） （決算）

高

（決算） （予算） 事業

齢

費内訳

事業費　① 21

者

,204 20,129

医

1,857 0 合計 1,

療

857,229 円
役



年

9,488,000円

金

年間審査手数料 2,

・

080,000円
　

　

高

高齢者の健康の保持増

齢

進と福祉の向上に寄与

者

することができた。

成

医

果

　障害を持つ高齢者

療

やひとり暮らし高齢者

係

の数は年々増加してお

3

り、それに伴い後期高

1

齢者福祉医療助成対象

4

者も増加傾

向にある。また、医療費の伸びと共に医療費助成額も増加が見込まれるため、より適正で効果的な制度への見直し検討が
課題

必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動  受診件数（レセプト件数） 53,667 49,708 55,722 50,000
指標
成果  レセプト1件あたり助成額（円） 4,851 4,403 4,369 4,500
指標

 ひとり暮らし高齢者に対する助成は平成20年度より県の補助対象外となったが、刈谷市を含む西三河9市は
他市との 従来どおりの助成を実施している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 234,392 244,193 243,455 281,568 合計 243,455,285 円
扶助費 243,455,285 円

財
　
源

特定財源 104,231 109,435 108,915 132,970

一般財源 130,161 134,758 134,540 148,598

職員人件費　② 3,183 3,507 2,112 4,117

総事業費（①＋②） 237,575 247,700 245,5

Ｄ

67 285,685

建

　

設
事
業

全体事業費（単

　

位：千円） 0 ２６年度

　

特定財源名称

２６年度

Ｏ

までの累積事業費 0 後

　

期高齢者福祉医療費給

　

付金
補助金

２８年度以

∧

降の事業費見込 0

　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

平

基本施策 社会保障
施策

成

体系
施策の内容 福祉医

２

療の推進

目
　
　
　
的

　

６

高齢者の健康の保持増

年

進を図るため、医療

主

度

た
る
内
容

　後期高齢者

評

の医療のうち、一部負

価

担金の支
費の一部を支

）

給し、もって福祉の向

刈

上に寄与 払いが困難な

谷

高齢者の医療費を助成

市

する。
する。

位
置
づ
け

事

関連計画  

根拠法令 愛

務

知県福祉医療費支給事

事

業事務取扱要領・刈谷

業

市後期高齢者医療費支

評

給要綱

対象者 75歳以

価

上で福祉医療を受給す

シ

る市民 事業期間 平成２

ー

０年度 ～

実施方法 ■直

ト

営　■委託　□指定管

（

理　□補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２４年度実績

長

２５年度実績 ２６年度

寿

実績 ２７年度計画

後期

保

高齢者医療被保険者の

険

う 後期高齢者医療被保

部

険者のう 後期高齢者医

一

療被保険者のう 後期高

般

齢者医療被保険者のう

会

ち障害者等の福祉医療

計

制度の ち障害者等の福

後

祉医療制度の ち障害者

期

等の福祉医療制度の ち

高

障害者等の福祉医療制

齢

度の
要件を満たす者に

者

対し、保険 要件を満た

福

す者に対し、保険 要件

祉

を満たす者に対し、保

医

険 要件を満たす者に対

療

し、保険
診療医療費の

費

自己負担分を助 診療医

給

療費の自己負担分を助

付

診療医療費の自己負担

金

分を助 診療医療費の自

事

己負担分を助
成。 成。

業

成。 成及び福祉医療の

担

診療報酬明
年間平均受

当

給者数　2,133人

課

年間平均受給者数　2

国

,164人 年間平均受

保

給者数　2,218人

年

細書に係る年間審査手

金

数料。
年間支給総額2

課

34,391,521

款

円 年間支給総額244

項

,193,118円 年

目

間支給総額243,4

担

55,285円 年間平

当

均受給者数　2,26

係

0人
年間支給総額27



3

0 0 390

一般財源 0

1

0 0 11

職員人件費　

4

② 71 70 704 749

総事業費（①＋②） 71 70 704 1,150

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

７

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 社会保障
施

平

策体系
施策の内容 福祉

成

医療の推進

目
　
　
　
的

２

　平成19年度までの

６

老人保健の医療を精算

年

す

主
た
る
内
容

　老人保

度

健医療に係る医療費の

評

支給、給付等
る。 を行

価

う。

位
置
づ
け

関連計画

）

根拠法令 高齢者の医療

刈

の確保に関する法律

対

谷

象者 75歳以上の市民

市

事業期間 昭和５８年度

事

～ 平成１９年度

実施方

務

法 ■直営　□委託　□

事

指定管理　□補助・助

業

成　□その他

評価シート （様式

Ｂ
　

１

事
　
業
　
実
　
績

２４年

）

度実績 ２５年度実績 ２

会

６年度実績 ２７年度計

計

画

なし 年間医療費通知

名

事務手数料 なし 審査手

担

数料
　　　　　　　　

当

　　 68円 　　　　

部

　　　　1,000円

長

老人保健医療給付費
　

寿

　　　　　　　300

保

,000円
老人保健医

険

療支給費
　　　　　　

部

　　100,000円

一

医療給付及び支給の実

般

績なかった。

成果

　平

会

成20年度の後期高齢

計

者医療制度開始に伴い

老

、老人保健制度が廃止

人

、22年度までで老人

保

保健会計も廃止され、

健

23年度以

降は一般会

事

計にて精算業務を行っ

業

ている。
課題

指標名称

担

（単位）
実績値 目標値

当

２４年度 ２５年度 ２６

課

年度 ２７年度 ２９年度

国

指標

指標
　他市町村も

保

同様に一般会計で精算

年

業務を実施している。

金

他市との
比較検証

課

款 項 目 担当係 年

Ｃ

金

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

・

単位：千円
２４年度 ２

高

５年度 ２６年度 ２７年

齢

度 ２６年度

（決算） （

者

決算） （決算） （予算

医

） 事業費内訳

事業費　

療

① 0 0 0 401 合計 0

係

 円

財
　
源

特定財源 0



金

成果
。また、国民年金

係

生活者支援給付金法施

3

行に伴う、給付金支給

1

に必要な情報提供が可

5

能となった。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,740 0 1,701 5,742 合計 1,701,000 円
委託料 1,701,000 円

財
　
源

特定財源 2,740 0 1,701 5,742

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 177 0 493 599

総事業費（①＋②） 2,917 0 2,194 6,341

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 基礎年金等事務委託金
年金生活者支援給付金事務委

２８年度以降の事業費見込 0 託金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 社会保

平

障
施策体系

施策の内容

成

国民年金の普及啓発

目

２

　
　
　
的

　現行の国民

６

年金システムの改修を

年

行うこと

主
た
る
内
容

・

度

免除申請期間が、１年

評

から過去２年１ヶ月
に

価

より機能の向上を図り

）

、より安全で適正な ま

刈

で遡及が可能となるた

谷

め、過去５年分まで
事

市

務を遂行する。 の所得

事

情報で判定可能とする

務

ようシステムの
改修を

事

行う。
・日本年金機構

業

より依頼のあった対象

評

者の所
得・扶養情報等

価

をシステムより取り込

シ

みデー
タを作成するた

ー

めの改修を行う。

位
置

ト

づ
け

関連計画

根拠法令

（

国民年金法・年金機能

様

強化法

対象者 事業期間

式

～

実施方法 ■直営　■

１

委託　□指定管理　□

）

補助・助成　□その他

会計名 担当部 長寿保

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

険

績

２４年度実績 ２５年

部

度実績 ２６年度実績 ２

一

７年度計画

・老朽化し

般

たサーバーを更新 計画

会

なし ・制度改正に伴う

計

国民年金保 ・マイナン

国

バー制度導入に伴
しＤ

民

ＶＤによる所得情報の

年

提 険料免除申請所得判

金

定改修 うシステムの改

シ

修
供が可能となった 　

ス

　　　　　　　243

テ

,000円 ・免除、学

ム

生納付特例申請書
・税

改

制改正後の扶養控除額

修

を ・国民年金システム

事

年金生活 の様式変更に

業

対応する改修
国民年金

担

保険料の免除等の基 者

当

支援給付金対応改修 ・

課

届書の電子媒体による

国

報告
準となる扶養控除

保

額に対応さ 　　　　　

年

　　1,458,00

金

0円　に対応する改修

課

せるための改修を行っ

款

た
・住民基本台帳法改

項

正に伴う
外国人区別の

目

導入に対応する
ための

担

改修を行った
　国民年

当

金免除制度改正に対応

係

し、免除申請書所得判

国

定可能年度を現年度を

民

含む過去５年度分を可

年

能にすることができた
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